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第４章 関門地域におけるインバウンド観光振興の方向
松　永　裕　己

１．インバウンド観光をめぐる状況

わが国の国際観光をめぐっては、アウトバウンド観光とインバウンド観光の著しい不均衡が指

摘されている。『観光白書（平成15年版）』によれば、2002年度の訪日外国人旅行者数は529万人

となり、過去最高を記録している。しかし、この数値は同年の日本人海外旅行者数（1,652万人）

と比べた場合、１/３にとどまっているのである。

こうした状況下で、国レベルではインバウンド観光振興に向けた政策が数多く打ち出されてい

る。1996年に策定された「ウェルカムプラン21」は、「訪日観光交流倍増計画」というサブタイ

トルが表すとおり、2005年までに訪日外国人旅行業者数を約２倍の700万人にまで増加させよう

とするものであった。97年には「外客誘致法」が制定され、また、2000年には「新ウェルカムプ

ラン21」が策定された。ここでは2007年をめどに訪日外国人数を800万人に拡大するという新た

な目標が掲げられ、ブロックごとの国際観光テーマ地区の整備・充実、ウェルカムカードの発行

などによる旅行費用の低廉化、観光情報基盤の整備といったさまざまな施策が展開されている。

わが国を訪れる外国人数は着実に増加しており、こうした施策は一定の成果を上げていると見る

ことができるだろう。

観光産業へ注目が集まっている背景としては、製造業をはじめとする既存産業の成熟化と空洞

化、長引く不況、少子・高齢化による定住人口の減少などが存在する。こうした状況のもとで、

地域経済の活性化の目玉として観光産業が期待されているのであり、かつての定住人口の増加を

目指した政策から交流人口の増加策へと重点が移されつつある。

しかしながら地域的に見ると、そうした成果に格差が生じていることがうかがえる（表１）。

いずれの国からの訪問者も東京がトップを占めており、全体では56％に達している。その他の府

県を見ても、大都市へ集中する傾向にあることがうかがえる。この結果には、いわゆる観光だけ

ではなく商用目的の訪問者も含まれていることが強く影響しているものと考えられる。逆に言え

ば、地方にはビジネス以外の観光客を引きつけるしかけが必要となっているのである。
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観光の内容にはさまざまなものがあるが、共通しているのは居住地を離れ一時的に別の空間に

身を置くということである。こうした意味で、観光の大きな目的とは非日常性の享受にある。そ

れゆえ観光にあっては、国という単位よりも、より強い一体性を持ち特色を有した地域という単

位が大きな意味を持つのであり、国によるマクロ的な政策以上に地域の施策・政策が重要となっ

てくる1）。

観光にかける期待は、成熟産業を抱え、人口減少が続いている北九州・下関両市においても大

きい。それは、関門海峡を共通の資源としてとらえ、それを中核とした観光振興を共同で行うと

いう取り組みが早くから行われてきたことに見て取ることができる。こうした市と県という二重

の行政区域を越えた共同施策の成果は、関門海峡を訪れる観光客数の増加という形で現れている。

たとえば、北九州市の門司港地区への入込客数は、1988年の72.8万人から2004年には344.5万人へ

と約4.7倍となっている。下関市の唐戸地区への観光客数も、2002年から04年の２年間で24万人か

ら304万人へと劇的に増加している。関門海峡両岸の観光開発は一定の成果を見せている。

しかし、一方で観光地としての関門地域の認知度は必ずしも高いとは言えない状況にある。北

九州＝鉄の街、下関市＝水産の街という旧来のイメージは、「訪れるべき場所」としての認識を

阻害しているようにも思える。以下では、関門地域における観光振興策をとりあげる。本稿の最

終的な目的は関門地域のインバウンド観光を振興するための方策を探ることにあるが、本地域に

おけるインバウンド施策についてはようやく本格的な展開を見せ始めたところである。そのため、

観光施策全体について取り上げながら、それらをインバウンド観光の振興へとつなげるための方

策について考察することとする。

これを経年的に見たのが表３である。観光客のうち市民を除いた来北観光客数を見ると、1993

年に271万人だったものが、2002年には592.5万人となっている。この期間に市外からの環境客数

が約2.2倍の伸びを示していることには、観光施設や商業施設の充実が大きく作用していると思わ

れる。門司港レトロ地区の整備をはじめとして、アミュプラザ、平尾台自然観察センター、自然

史・歴史博物館など、この10年間に新規開業した施設は多い。そうした意味で北九州の観光施策

２．関門地域における観光振興策と課題

（1）観光実態

まず、北九州市と下関市における観光状況について見ておきたい。

2002年時点の北九州市の観光客数は、祭り・イベント・海水浴などの季節型観光が579.3万人

（うち、市民以外は133.6万人）、各種施設などの通年型観光は1105.3万人（うち、市民以外は

592.5万人）となっている（表２）。経済的波及効果が大きいと思われる、市民以外の観光客に

ついて見ると、通年型観光における宿泊率は約15％程度にとどまっている。
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は一定の成果を上げていると判断することができる。

しかしその一方で課題も明らかになりつつある。そのひとつは宿泊率の低さである。93年には

20％だった宿泊率が、02年には15%にまで落ち込んでいる。これは全体の観光客数が増加したこ

とも影響していると思われるが、98年以降は宿泊者数自体が横ばい傾向を示している。観光施設

や観光スポットが有機的に結合されていないために、近年新規宿泊施設が多くオープンしている

にもかかわらず（表４）、それらが十分に活用されていないという事態が生じているのである。

いまひとつの課題は、既存観光施設の地盤沈下である。門司港レトロが好調なのに対して、こ

れまで北九州市の観光を支えてきたスペースワールドや小倉城などの施設は集客力を低下させて

いる（表５）。観光施設のライフサイクルを考えれば、すべての施設が順調に集客力を向上させ

ていくことは難しいのが現実である。だとすれば、施設単体での集客に頼るのではなく、施設間

の連携を促進するような施策が必要であると考えられる。
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インバウンド観光についてのデータは少ない2）。北九州市を訪れる外国人観光客はこの10年間

に増加傾向にあるが、97年以降はほぼ横ばい状況にある。国別で見た場合、台湾人の占める割合

が減少しており、逆に韓国からの旅行者が急増している。釜山および蔚山との高速船の就航もあ

り、こうした傾向は今後も続くものと思われる。また、現在は少ないものの、今後は中国からの

観光客の増加が期待されている。

下関市の観光動向は北九州市のそれとは若干異なった姿を見せている。表７に示されているよ

うに、途中で増減はあるものの、2002年の下関市の観光客数は1993年とほぼ同じ水準にとどまっ

ている。同時期に観光客数がほぼ倍増している北九州市と対照的である。その一方で、宿泊率に

関して見ると、低下傾向にある北九州市に対して下関市のそれは水平的に推移しており、高い水

準とは言えないまでも2002年の数値では北九州にくらべて５ポイントほど高くなっている。

地区別の観光客数を見てみると、水族館（海響館）、唐戸市場、カモンワーフなどの整備が進

んでいる唐戸地区に圧倒的に集中していることがうかがえる（表８）。このことは、地域内での

回遊性の低さを示している。その点で、北九州市と同様の課題を抱えていることが指摘できる。

北九州・下関両市において、共通の課題として挙げられるのは回遊性の欠如と宿泊率の低さで

ある。もちろん、両市を一体的にとらえた場合、必ずしもそれぞれの地域内のみで回遊性を高め

る必要はない。両地域、あるいはその近隣地域まで含んだエリアで回遊性が実現されれば、波及
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効果が高まるはずである。しかし、実際には両地域間のつながりはそれほど大きくないのが現状

である。1998年に行われた門司港レトロ地区と海峡ゆめタワーにおけるアンケート結果によれば、

両市民以外の観光客のうち両地域を同時に訪問した割合は23.3％にとどまっている3）。外国人観光

客の誘致に関しても、この点を考慮しなければ、関門地域は単なる通過点となってしまうおそれ

がある。

（2）関門地域の観光振興策

北九州市および下関市の観光振興策については、共通点とともに戦略の違いが浮かび上がり

つつある。

共通点のひとつは、観光資源としての関門海峡の重視とそこへの重点的投資である。北九州

の場合には、ルネサンス計画の一部として交流都市づくりが進められてきたが、その主な柱は

西日本総合展示場や国際会議場などのコンベンション施設の整備と門司港レトロ地区を中心と

した観光開発であった4）。下関においても、海峡ウォーターフロントが観光拠点として位置づ

けられ、新水族館・唐戸市場・カモンワーフ整備事業への重点的投資が行われてきた。こうし

た動きのなかで、1997年に「関門海峡観光促進協議会」が設立され、さらには2001年に全国で

初めて県境を越えた自治体間で「関門景観条例」が施行された。都市間連携が最もうまく機能

した例としてとりあげることができるだろう。海峡の両岸でのハード事業はほぼ完了しており、

施策の中心はソフト部門へと移りつつある。両市の課題である回遊性を高めるためには、魅力

的な観光コースの作成や情報発信力の向上などのソフト事業の強化が鍵を握っている。

一方、インバウンド観光については、両地域で若干の戦略の違いが生じているように思える。

両市では、これまでにもウェルカムカードの作成や韓国での観光展の開催、エージェントを通

じた観光プランの提示などが行われてきたが、それらが明確な成果につながるには到っていな

い。ドルフィン号の乗客や韓国の大学生へのアンケート調査に見られたように、残念ながら関

門地域の知名度がまだ低く、どのような観光資源があるのか十分に認識されていないというの

が現状である。これは、観光地としての関門地域の歴史が浅く、ようやく国内での知名度があ

がってきた状況にあることを考えれば、やむを得ないことともいえる。

こうした状況をふまえ、下関市は、まず周辺地域からの観光客を集めることによって知名度

を高めるとともに地域内の観光資源・施設を充実させていき、それによってより広域的なニー

ズの掘り起こしにつなげていくという戦略を選択しようとしている。中国地方－西日本－全

国－アジアという段階的なステップを踏んで拡大していくという方向である。これに対し、北

九州ではより積極的にアジアへの売り込みを始めようとしている。たとえば、2003年に釜山で

「教育旅行セミナー」を開催して、修学旅行の誘致を図るなど、アジアの特定の顧客層・地域

に重点をおいた戦略を展開しようとしているのである5）。段階的な戦略をとるか、より直接的

な売り込みをかけるかのいずれにせよ、重要なのはターゲットを絞って、地域の特性を明確に

した戦略を打ち出すことであるように思われる。そこで、以下ではそうした取り組みの先進的

事例として水俣市を取り上げてみたい。
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３．ターゲットを絞った観光振興の事例（水俣市）

人口３万人の小都市である水俣市は、教育観光の成功事例として全国的な注目を集めている。

水俣の教育観光の中心をなしているのは、環境教育である。水俣病の経験というマイナスの側面

を後世への教訓としてとらえ直すことによって、地域のアイデンティティを強化するとともに観

光資源として活用することに成功しているのである。

水俣市は全国19のエコタウン指定地域のひとつである。水俣エコタウンには2003年末時点で６

社のリサイクル（リユース）企業が立地しており、第一期の用地はほぼ売却が完了している。立

地企業の業績は成長を見せており、いくつかの企業は増床を計画するなど、環境産業の誘致に成

功している。

こうした水俣市の事業の特徴は、環境をキーワードにして産業振興と市民活動の結びつきを強

化しているところにある。水俣病の経験から市民の環境への意識は強く、1993年から一般廃棄物

の徹底した分別収集が開始されている。現在では21種類に分別されているその回収形態は全国か

ら注目を集め、多くの視察者を呼び込むこととなった。また、水俣病をめぐって生じた地域内の

亀裂を修復する「もやい直し運動」6）が90年から開始されるとともに、水俣病の経験と教訓を広

く地域外へも発信する活動が行われている。こうした動きが、現在の水俣市の重要な戦略のひと

つである環境学習の場としての地域整備につながっている。

環境学習をテーマにした水俣市の教育旅行誘致は、97年の「水俣市教育旅行誘致実行委員会」

の発足によって本格的に始まった。ここでは主に行政が主体となって、熊本県の観光連盟と共同

で旅行代理店などへの働きかけが行われた。また、同時にボランティアガイド制度がスタートし、

ガイド登録の組織として「みなまた案内人協会」が設立された。実行委員会は99年に「水俣市教

育旅行誘致促進協議会」に改組され、誘致活動や学習メニューの開発などが進められてきた。

2002年には、市内に２つ存在した観光協会を合併するかたちで「観光物産協会エコみなまた」が

設置され、教育旅行誘致はその部会のひとつである「エコ部会」に引き継がれている。

水俣市の教育旅行誘致のしくみは図１に示されている。水俣市の教育旅行案内の主な担い手は、

qみなまた案内人協会、wNPO法人水俣教育旅行プランニングe水俣病センター相思社の3つであ

る。この3者はそれぞれ、q地域の歴史や伝統、w体験学習、e水俣病の教訓という得意分野を持

っており、一定の棲み分けがなされている。旅行代理店や学校からの照会・申込の窓口はエコみ

なまたが担っているが、水俣教育旅行プランニングや相思社へ直接連絡が行くケースも多い。セ

ールスについては、主にエコみなまたと水俣教育旅行プランニングが担っている7）。

ここで注目されるのは、こうした取り組みが必ずしも行政主導ではなく、非営利団体・地域企

業・住民などとの幅広い協働によって推進されている点である。水俣教育旅行プランニングが作

成している「水俣環境学習プログラム」には38のメニューが掲載されているが、これらのほとん

どはもともと地域のなかに存在していた活動であった。たとえば「市民の資源ゴミ分別を見てみ

よう」というコースは、土曜日を除き毎日いずれかの地区で行われているという分別回収システ

ムの上に成り立っており、市民の協力が前提となっている。「家電リサイクル工場を訪ねよう」と

いうプログラムは、エコタウン内のリサイクル事業が観光の資源となっていることを示している。

多様な主体の参加を前提にして、環境に関する地域資源の情報を集め、観光客のニーズに合うよ

うに一定程度マニュアル化し、事前学習も含めた細やかなセールスを行っているところに水俣シ



ステムの特徴を見ることができる。これよって水俣市を訪れる修学旅行客は増加している（表９）。

こうした取り組みはエコタウン事業と相互に関連性を有している。廃棄物を原料とするリサイ

クル工場の立地にあたっては住民の同意が得られないという事態がしばしば見られる。しかし水

俣の場合には環境活動を推進するという市民意識が下地として形成されていたために、企業立地

に対する合意形成が比較的容易であった。それがリサイクル企業の積極的な進出へとつながって

いる。水俣病の経験を契機にした地域を挙げての環境への取り組みが、ひとつの立地要因を形成

しているのである。さらにこうして形成されたリサイクル産業の集積は新たな観光資源となり、

観光客の誘致へと結びついている8）。そして観光客という外部からの視線は、水俣の住民に再び

環境への取り組みを意識させる役割を果たしているのである。

水俣の教育旅行誘致の取り組みで注目される第１の点は、既に述べたように地域の多様な主体

が参加していることである。従来、水俣市への観光客は主に温泉客であった。市内に２つある温

泉地区（湯の児温泉、湯の鶴温泉）にはそれぞれに観光協会がつくられ、ライバル関係にあった。

しかし、温泉地への観光客は減少傾向にあり（表10）、観光振興のためにはより一体的な推進組

織が必要とされた。そこで地域のさまざまな主体によるパートナーシップ形式での取り組みが始

められたのである。これが地域の一体性を生むことになる。

― 57 ―



― 58 ―

２つめの特徴は、「環境」という地域ブランドを軸に、ターゲットを明確にした売り込みを行

っている点にある。そのことが地理的には必ずしも有利とは言えない水俣市に多くの修学旅行客

を呼び込む結果につながっている。また、環境学習・体験学習という形態は地域内での滞在時間

の延長に繋がっており、高い宿泊率をもたらしている（表９）。また、環境に特化した売り込み

は関東など遠方からの修学旅行の誘致に成功しているばかりでなく、シンガポールの高校が訪れ

るなどアジアからの注目も集めているのである。（表11）

水俣市のこうした取り組みを、人口をはじめとするさまざまな条件

が大きく異なる北九州市・下関市にそのまま当てはめることはもち

ろんできない。しかし、上記の２つの特徴は、まだ国際的知名度の

低い関門地域のインバウンド観光の方向を考える際に、ひとつの方

向を示すものと考えることができるだろう。
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註
1） 1980年代後半に全国的なブームとなったリゾート開発が、ホテル・ゴルフ場・スキー場（マリーナ）という画一的内

容で失敗したことは、まだ記憶に新しい。そこでは地域の特色や独自性を追求するというよりも、国からの地域指定

やさまざまな助成策、そして民間企業の投資を引き出すということが直接の目的となっていた。

2） 残念ながら、下関市を訪れた外国人観光客数のデータは存在しない。

3） 宗近孝憲（1999）「関門地域観光実態調査結果」『関門地域研究』第８号。

4） 門司港レトロ地区の開発の位置づけについては、須藤廣（2003）「観光のポスト・フォーディズム　『門司港レトロ

地区』における地域づくり研究をとおして」（北九州市立大学北九州産業社会研究所編『21世紀型都市における産業

と社会』海鳥社）を参照。

5） ただし、こうした違いは絶対的なものではない。たとえば下関市も釜山や青島とのつながりを強化する方策を模索してい

る。

6） 水俣市のもやい直し運動とは、市民の相互理解や水俣病への理解の促進を軸として推進される地域づくり活動の総称を指

している。具体的には、もやい直しセンターの運営、市民フェスティバルの実施、地域通貨である「もやい通貨」の利用

などがある。

7） 現在のエコみなまたのエコ部会長は水俣教育旅行プランニングの事務局長であり、実質的にはセールスの窓口は一本化さ

れている。セールスにあたっては、メニューやプログラムの提示にとどまらず、実際に学校に出かけて行う出前授業や事

前学習が実施されている。

8） 水俣市では、2003年11月から全国で初めてエコタウンの有料のガイド事業を開始している。ガイド料金は、見学者を

受け入れる工場、案内ガイド、エコみなまたに配分される。エコみなまたでは、これを積み立てて観光振興の基金と

する計画を立てている。


